
新技術開発探訪�

１． はじめに

新技術の活用システムは，登録・活用・評価の

一連の流れにおいて民間の技術のスパイラルアッ

プを図り，良質な社会資本整備，維持管理および

防災対策等を技術面からサポートする非常に重要

な施策である。

九州地方は，梅雨期等の集中豪雨，台風襲来や

火山活動の多発などの特性から，河川の氾濫，高

潮被害，土砂災害，噴煙災害等自然災害が非常に

多く，またシラスや軟弱地盤等の特殊地盤特性と

も相まって，従来より，九州地方整備局では，社

会資本の整備や維持管理，防災対策等に際し，民

間企業等の新技術の活用を積極的に推進し，これ

ら諸課題に対処してきたところである。

今回，新技術の活用状況を踏まえ新しく試行し

ている「活用促進型」等九州地方整備局の新技術

活用の取り組みについて紹介する。

２． 新技術活用システムの概要と
活用状況

� 概要について

本システムは，民間事業者等（以下「開発者」

という）が新技術を「新技術情報提供システム

（New Technology Information System）」（以下

「NETIS」という）に登録申請することから始ま

り，活用→事後評価→評価結果を開発者へ情報提

供を行い，技術のスパイラルアップを図るもので

ある。

特に活用に当たっては，現場のニーズ等により

必要となる新技術を対象に発注者の指定により活

用を行う「発注者指定型」，施工者（受注者）か

らの提案により活用を行う「施工者希望型」，開

発者からの申請により試行現場を照会し活用を行

う「試行申請型」，発注者が現場のニーズにあっ

た新技術を募集し，選考した技術の活用を行う

「フィールド提供型」の４タイプがあり，それぞれ

のタイプで活用促進を図っている（図―１参照）。

また，事後評価結果を受けて，「新技術活用評

価会議」や「新技術活用システム検討会議」にお

いて，「有用な新技術」の指定を行い，その活用

を促進（有用な技術を活用すると工事成績に加点

されることとなる）することとしている（図―２

参照）。

� 活用状況について

ここ数年の九州地方整備局の新技術活用率の推

移を見ると，平成２０年度に３０％を越え，年々増加

傾向で推移しており，平成２３年度は４０％以上の活

用率を達成している（図―３参照）。

なお，新技術の４タイプ（発注者指定型，施工

者希望型，試行申請型，フィールド提供型）の活

用状況の平成１９年度～平成２４年度までの推移は，
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発注者指定型に比べ施工者希望型が増加している

傾向である（図―４参照）。

図―１

図―２
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３． 新技術活用促進のための新しい
取り組み（活用促進型［試行］）
について

� 事後評価未実施技術と九州のフィールドに適

応したと考えられる技術の活用状況等

NETIS登録技術約４，５００件の内，評価済技術は

２割程度となっている。平成２４年度の九州地方整

備局での活用状況は，事後評価されていない技術

は３割しか活用されていない状況である（図―５

参照）。

また，九州のフィールドに適応すると考えられ

る技術（軟弱地盤，シラス，火山対策等）約５８０

件の内，事後評価済の技術は２割，１件以上活用

された技術は３割程度となっており，登録されて

いる技術件数に対して活用および評価が進んでい

ないのが現状である（図―６参照）。

さらに，新技術の活用によるコスト縮減額は，

図―７のとおり平成２４年度に約４７億円を超えてお

り，活用のタイプの内訳では，発注者指定型が約

３３億円で約７０％を占め，施工者希望型では，約１４

億円と約３０％を占めている。発注者指定型の活用

件数が施工者希望型に比べ少ないにもかかわら

ず，コスト縮減効果が高い結果となっている。

以上の状況を踏まえ「事後評価未実施技術」

「九州のフィールドに適応した技術」「発注者指定

図―３

図―４
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型」の新技術の活用促進が必要と考えている。

� 活用方式の工夫について

このような状況から，「発注者指定型」によっ

て速やかに事後評価を実施できるように，従来の

４タイプの活用方式に加え新たな方式として，九

州地方整備局では平成２５年３月より，活用促進型

［試行］の試行的な運用が始まっている（図―８

参照）。

� 活用促進型［試行］の目的

活用促進型［試行］は，九州のフィールド（軟

弱地盤，シラス，火山災害対策等）に適応した新

技術を積極的に活用するために，事後評価未実施

技術を優先的に活用し，速やかに事後評価を行う

ものであり，これにより，九州のフィールドに適

図―７

図―６

図―５

事後評価の状況 平成２４年度の活用状況（九州地方整備局）
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応した新技術の技術革新（より品質の良い，より

安価な技術等の開発）を促進させる。

� 対象新技術

NETIS登録の中で事後評価未実施技術を対象

とする。

� 対象工種

対象工種は，当面，軟弱地盤処理工，深層混合

処理工を対象としているが，今後は，九州のフィ

ールドに適応した新技術を対象として予定してい

る。主な工種は以下のとおりとする。

・地盤処理関連工種：共通工（軟弱地盤処理工，

深層混合処理工）

・シラス関連工種：共通工（法面工），舗装工

（ブロック舗装工），仮設工，材料等

・火山対策関連工種：砂防工（山腹工），付属施

設（道路植栽工，防護柵設置工），共通工（擁

壁工），材料等

� 活用促進型［試行］の進め方の概要

� 開発者へ技術の募集を行う。

� 応募された技術は，専門委員から構成された

「新技術活用評価部会」にて技術的確認を行

い，行政委員で構成された「九州地方整備局技

術活用推進調整会議」によって技術審査を行

い，技術を選定する。

� 選定技術を発注事務所が「発注者指定型」で

発注する。

� 活用中は，活用効果調査に加え詳細調査を実

施。

� 活用効果調査表・詳細調査表の結果を受けて

「新技術活用評価部会」が技術的アドバイスを

提言し，開発者へ伝える。

４． 有明海沿岸道路での活用促進型
［試行］の事例

� 有明海沿岸道路の概要

有明海沿岸道路は，三池港，佐賀空港などの広

域交通拠点および大牟田市，みやま市，柳川市，

大川市，佐賀市，鹿島市など有明海沿岸の都市群

を連携することにより，地域間の連携，交流促進

を図るとともに，国道２０８号等，周辺道路の混雑

緩和と交通安全の確保を目的として計画された延

長約５５kmの地域高規格道路である。

� 工事概要

本工事は，有明海沿岸道路の柳川西IC部にお

いて，現在，本線部分にて供用しているONラン

プを，将来の完成形を見越して，移行するために

必要となる腹付け盛土の工事を行うものである。

このとき，盛土の安定確保と既設道路の変形抑制

図―８
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を目的に腹付け盛土の下面に地盤改良工事を行う

（図―９参照）。

� 工 事 名：福岡２０８号 柳川西IC改良工事

� 工事場所：福岡県柳川市西蒲池地内

� 工 期：平成２５年６月２２日から平成２６年１

月３１日まで

� 工事内容：固結工 ５３１本（スラリー攪拌

杭径 １，２００mm 打設 長１０．５～１３．５m）浅

層改良 ２，８６０m３（改良深さ＝１．０m）

� 使用する主要な資機材：高炉セメントB種

１，５２７t

� 活用促進型［試行］の実施状況（図―１０参

照）。

� 今後の予定

現場にて新技術の活用が終了次第，活用効果調

査と詳細調査等により，「新技術活用評価部会」

において技術的アドバイスを提言し，開発会社へ

技術的アドバイスを行い，新技術活用評価会議へ

活用促進型［試行］の実施結果を報告する。

図―９

図―１０

技術情報コーナー

建設マネジメント技術 2013年 12月号 ５１



５． 産学官連携による新技術普及の
取り組み

平成２５年１０月２８日（月）～２９日（火）に「九州

建設技術フォーラム２０１３in 福岡」が開催され，

その中で「九州での新技術普及と今後の目指すべ

き方向」と題してテーマディスカッションが実施

された。

６名のパネリストにより，今後の新技術の目指

すべき方向について議論され，以下の提言（案）

が整理された。

� 活用促進型［試行］の対象工種の拡大等，さ

らなる活用促進型［試行］の促進。

� 発注者指定型運用ルール（案）の徹底，また

設計段階での工法比較検討を積極的に取り組む

ため，工法比較マニュアルの充実。

� 施工において，工期短縮やコスト縮減，品質

確保に向けた新技術の活用に対する評価付与等

（技術提案・工事成績評定等）について，引き

続き適切な推進を図る。

� NETIS登録のさらなる理解を深めるため，

産・学・官においてより一層の情報交換の充実

を図る。

� 産・学・官が連携して，九州の技術を積極的

に活用・促進するための方策や技術のシーズを

発掘し，活用の可能性についての研究・開発を

推進。

� 九州のフィールドに適応した新技術につい

て，現場での活用見込みの高い技術（有望な技

術）を産・学・官で検討して紹介。また，改善

点等が必要な技術は，申請者にアドバイスでき

るシステムを検討。

今後とも，産学管が協働して新技術の普及に取

り組んで行く予定である。

６． おわりに

本投稿に当たっては，福岡国道事務所有明海沿

岸道路出張所長小串俊幸様をはじめ，有明海沿岸

道路出張所職員の方にご協力いただいたことを心

よりお礼申し上げる。

今後も，公共工事等において，新技術が活用さ

れることにより，よりよい新たな技術が生まれ，

社会基盤の形成に寄与できるように，九州技術事

務所としてもさらに推進していくつもりである。

うしろだ とおる

国土交通省 九州地方整備局 九州技術事務所 所長 後田 徹
くり お かずひろ

技術開発対策官 栗尾 和宏

「九州建設技術フォーラム２０１３in 福岡」でのテーマディスカッション

左から，座長：日野 伸一［九州大学副学長・工学研究院教授］，後田 徹［国土交通省九州地方整備局九州
技術事務所長］，山本 悟司［国土交通省大臣官房技術調査課環境安全・地理空間情報技術調整官］，高橋 和
雄［長崎大学名誉教授］，岩上 憲一［一般社団法人建設コンサルタンツ協会九州支部］，�橋 幸久［一般社
団法人日本建設業連合会九州支部］，津田 満［社団法人福岡県建設業協会］（敬称略）

技術情報コーナー

５２ 建設マネジメント技術 2013年 12月号


